
平成19年度

関西電力グループ経営計画

説 明 会

2007年3月28日

関西電力株式会社

※本資料に記載されている当社の業績予想および将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき、

当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果となる可

能性もあることをご承知おき下さい。



■平成19年度関西電力グループ経営計画について

○ 平成19（2007）年度経営計画のポイント

○ グループの総合力によるお客さま価値の創造
（電気事業/総合エネルギー/情報通信/生活アメニティ/海外事業）

○ 2007年度供給計画
（電源開発計画/電力需給計画）

○ ＣＯ２排出原単位の低減

○ 設備投資額の推移

○ 設備投資額の前回計画との比較（中長期計画関連）

○ 財務体質の強化

【参考】
設備投資計画（単独）
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質の向上＋量的拡大事業活動の根幹

平成19（2007）年度経営計画のポイント

２００４年３月に策定した「関西電力グループ経営ビジョン」に掲げる、

「お客さま満足Ｎｏ．１企業」の実現に向け、中長期を見据えた具体的実行計画として、

昨年度に引き続き、ＣＳＲを軸に「安全最優先・お客さま価値の創造・人づくり」の３つの

アクションプランを展開し、関西電力グループとその従業員の成長の好循環を生み出す。

２００７年度経営計画の位置づけ

一人ひとりの成長を
支えるしくみづくり

安全最優先の組織
風土の醸成
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今後の電力需要は、民生分野を中心に緩やかに増加していくものと見込んでおります。

※数値および平均伸び率は気温・閏補正後。
（年度）

電力販売計画 ２

2006年度販売計画

20042004～～20152015年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.70.7％％
（内訳）特定規模需要以外 0.8%

うち電灯 1.1%
特定規模需要 0.6%

2007年度販売計画

20052005～～20162016年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.7%0.7%
（内訳）特定規模需要以外 0.7%

うち電灯 0.9%
特定規模需要 0.7%

（推定実績）

（推定実績）

（億kWh）

販売電力量販売電力量

グループの総合力によるお客さま価値の創造



2.3
3.9

6.0
7.8

8.6
9.7

11.5

0

5

10

15

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09

２００７～２００９年度の合計でオール電化住宅３８万軒の獲得を目指します。

オール電化住宅獲得件数

※単年度毎のオール電化成約に至った件数

３

（年度）
[推定実績]

<<今回計画今回計画>>
３８万軒３８万軒（万軒）

<<前回計画前回計画>>
２３万軒２３万軒

グループの総合力によるお客さま価値の創造
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２００７～２００９年度の合計で、蓄熱システムをはじめとする電化機器・システム
４，２００件(※)の獲得を目指します。

（件）

（年度）

※高圧のお客さま用電化特約メニュー（蓄熱調整特約、業務用空調システム、業務用電化厨房契約、
業務用総合電化特約）への加入件数

[推定実績]

蓄熱システムをはじめとする電化機器・システム件数 ４

<<今回計画今回計画>>
４，２００件４，２００件<<前回計画前回計画>> ２，７００件２，７００件

グループの総合力によるお客さま価値の創造



魅力ある商品・サービスの提供

多彩で魅力ある商品の開発を推進

環境性や省エネ性に優れた「エコキュート」の

より一層の高効率化・コンパクト化

オール電化の快適なくらしの実現をサポート

電化リフォーム費用のクレジットサービス「はぴｅリフォームローン」

お客さまの様々なニーズに応じた最適なサービス・メニューの提供

空調、給湯、厨房などの電化機器・設備全般を対象としたﾘｰｽｻｰﾋﾞｽ「ｅパック」

省エネ・省ＣＯ２に関するコンサルティングやエネルギー診断

ご家庭のお客さま

法人のお客さま

５
グループの総合力によるお客さま価値の創造



総合エネルギー事業 ６
グループの総合力によるお客さま価値の創造

エネルギー供給

エネルギーソリューション

設備ソリューション

ガス・ＬＮＧ販売、コジェネ向け燃料油販売

オンサイトエネルギー供給（電気・蒸気）

エネルギー診断

最適エネルギーシステムの提案

省エネルギー支援

ESCOサービス

設備の設計・施工

設備のメンテナンス

お客さまにエネルギーを安定的にお届け

お客さまに最適なエネルギーソリューションをご提供

お客さまのユーティリティ設備全般
にわたるお手伝い



情報通信事業

ＦＴＴＨの契約回線数は着実に増加しており、２００７年度末で６７万件を目指します。

（万件）

（年度）

4.4

9.8

22.4

７

[推定実績]

ＦＴＴＨサービス

[目標]

※年度末時点の契約回線件数
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生活アメニティ事業

住宅関連事業の推進
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お客さまの生活との接点を強化

効果的なトータルソリューションサービスの提供
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<フィリピン>
サンロケ水力
345MWダム式水力発電所
によるIPP事業

電気事業に関する技術・経験の蓄積を活用し、
収益性を重視した海外電力事業開発に積極的に取り組んでまいります。

2003年11月20%25年CPC（中国石油）

Meiya（美亜）

国光火力

2007年8月
(目処)

25%15年Dong-Jin
（東錦企業）

名間水力

1999年5月39%25年Rojana Industrial 
Park,  住友金属, 住
金物産

ロジャナ火力

2000年3月14%-EBRD, DEXIA,丸紅, 
J-Power 

東欧省エネ基金

2003年5月7.5%25年丸紅サンロケ水力

運転開始出資比率売電契約期間パートナープロジェクト名

<台湾>
名間水力
17MW流込式水力発電所
によるIPP事業（建設中）

国光火力
480MWガス焚きコンバイン
ドサイクル発電所によるIPP
事業

<タイ>
ロジャナ火力
208MWガス焚きコンバインド
サイクル発電所による
電熱供給事業

<東欧>
東欧省エネ基金
東欧でのESCO事業

海外事業 ９
グループの総合力によるお客さま価値の創造



（年度）

（外販売上高：億円）
○連結子会社、当社附帯事業（ガス、燃料販売）の単純合計
○経常利益には、きんでんの持分相当額を含む

（経常利益：億円）

※’06推実は第３Ｑ決算発表時点の予想

１０グループ事業の外販売上高・経常利益

3,000 600

0

外販売上高

[推定実績]
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1,384
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347

経常利益経常利益
330330億円億円
以上以上

外販売上高外販売上高
25002500億円億円

以上以上

2007年度の外販売上高、経常利益の目標について、引き続き達成を目指してまいります。

グループの総合力によるお客さま価値の創造
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電源開発計画

発 電 所 名
出力

（万kW）
運転開始 備 考

舞 鶴 ２ 号（石炭） ９０ 2010.8 工 事 中

堺港１号～５号（ＬＮＧ） ２００
2009.4
～10.10

工 事 中

和 歌 山（ＬＮＧ） ３７０ 2017年度以降 着工準備中

（自社開発分）

（他社受電分）

発 電 所 名
出力

（万kW）
運転開始 備 考

１５３．８ 2016.3

１５３．８

敦 賀（原子力）
＜日本原子力発電（株）＞

2017.3

関西・中部・北陸
三社で受電

４号

３号

１１
２００７年度 供給計画



電力需給計画

長期に亘り安定した需給の維持を図るため、適正な供給力の確保に努めます。

○８月最大電力バランス 

 2006
(実績) 2007 2008 2009 2010 2011 2016

需要 
（万ｋW） 2,953 2,985 3,001 3,011 3,021 3,034 3,099

供給力計 
（万ｋW） 3,240 3,311 3,361 3,306 3,284 3,302 3,439

供給予備率 
（％） 9.7 10.9 12.0 9.8 8.7 8.8 11.0

 

○長期計画停止対象ユニット（2007 年度末） 

発電所名 ユニット 出力（万ｋW） 

相  生 
宮  津 
海  南 

多奈川第二 

２、３号 
１、２号 
２、４号 
１、２号 

 ７５．０ 
 ７５．０ 
１０５．０ 
１２０．０ 

計 8 ユニット ３７５．０ 

１２

(注)2007年度に、赤穂発電所１号機を再稼働。

○原子力利用率

2006 2007 2008 2009
（推実）

原子力利用率（％） 77.1 81.6 81.9 82.4

２００７年度 供給計画
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ＣＯ２排出原単位の低減 １３

［年度］ （実績） （推実） （平均）

0

0.282

▲20%

（kg-CO2/kWh）

2008～2012年度平均で 0.282kg-CO2/kWh 程度まで低減することを目標として設定
（1990年度の水準から２０％程度の低減に相当）



設備投資額の推移

安全の確保を最優先に、資産効率の向上を目指す一方、競争力強化に資する設備投資を積極的に実施。

１４

連 結

単 独

※１ 2006年度は推定実績、2007・08年度は計画値

※２ 2006・07年度の連結データは、内部取引消去前

（年度）
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設備投資額の前回計画との比較（中長期計画関連） １５

(年度)

2,761 2,800程度
3,032

3,484

0

1,000

2,000

3,000

'07 '08

＋２７１

＋６８０
   程度

【電気の安定供給】

・原子力発電所の高経年化対策の推進 ：約１４０億円

・送変電設備の改修増 ：約１３０億円

【商品の品質やサービスの水準の維持・向上】

・お客さまサービスの充実 ：約 ７０億円

【電気の安定供給】

・原子力発電所の高経年化対策の推進 ：約７０億円

【商品の品質やサービスの水準の維持・向上】

・お客さまサービスの充実 ：約１０億円

（億円）

タービンロータ取替工事
原子炉容器上蓋取替工事
２次系熱交換器他取替工事
電気計装関連の取替 等

新計量システムの導入 等

タービンロータ取替工事
原子炉容器上蓋取替工事
２次系熱交換器他取替工事
電気計装関連の取替 等

変圧器、遮断器、電線等の計画的な取替え 等

新計量システムの導入 等

今回前回 今回前回
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財務体質の強化

（％）

（年度末）

２つの財務体質強化指標を設定し、２００７年度末での達成を目指します。

１６

（億円）

連結有利子
負債残高

3.03.0兆円程度兆円程度

連結自己資本比率

３０％程度３０％程度

30.1%30.1%
減少減少



（億円）

参 考設備投資計画（単独）－２００７年度経営計画

３，４８４３，０３２２，３５６総計

６５４１５４附帯事業

３，４１９２，９９１２，３０２電気事業 計

６８３５８５４５０原子燃料

２，７３６２，４０６１，８５２計

２９５２４７１４９その他

３３６３４２３２０配電

３１０２７１２１４変電

４１６４０８３００送電

１，３７９１，１３８８６９電源

電
気
事
業

2008年度2007年度
2006年度
(推定実績)



ご質問・お問い合わせ等は、下記までお願いします。

担 当： ＩＲチーム 谷口、岡野、平田

電話番号：０６－７５０１－０３１５
０５０－７１０４－１８１８（谷口）
０５０－７１０４－１８１２（岡野）
０５０－７１０４－１８１５（平田）

Ｆ Ａ Ｘ：０６－６４４７－７１７４

e - mail： taniguchi.hideaki@a2.*****.co.jp（谷口）
okano.ryuji@e3.*****.co.jp （岡野）
hirata.soichiro@a5.*****.co.jp （平田）

「*****」には「kepco」と記入してください。

本資料に記載されている当社の業績予想および将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき、

当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果となる可能性

もあることをご承知おき下さい。


